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１． 15 年９月中間期の連結業績（平成 15 年４月１日～平成 15 年９月 30 日）
(1) 連結経営成績                                 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

経常収益 経常利益 中間(当期)純利益
百万円  　　　　％ 百万円  　　　　％ 百万円  　　　　％

15 年９月中間期
14 年９月中間期

43,465
41,436

4.9
△ 9.1

4,066
4,417

△ 8.0
14.2

3,346
2,438

37.2
12.5

15 年３月期 85,080 5,819 2,321

１株当たり中間
(当期)純利益

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

円　　銭 円　　銭
15 年９月中間期
14 年９月中間期

12.85
9.29

12.82
－

15 年３月期 8.76 －
(注)①持分法投資損益　　　   15 年９月中間期　         －  百万円   14 年９月中間期          －  百万円

15 年３月期　             －  百万円
② 期中平均株式数(連結)   15 年９月中間期  260,257,626  株       14 年９月中間期  262,360,700  株

15 年３月期      261,496,074  株
    ③会計処理方法の変更  無
    ④経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり
株主資本

連結自己資本比率
（国内基準）

百万円 百万円 ％ 円 　銭 ％
15 年９月中間期
14 年９月中間期

3,676,517
3,626,877

188,810
190,019

5. 1
5.2

725.30
724.37

9.61
8.77

15 年３月期 3,664,538 183,049 5.0 703.23 9.37
(注)期末発行済株式数（連結） 15 年９月中間期  260,319,148  株       14 年９月中間期  262,320,864  株

15 年３月期      260,253,132  株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
15 年９月中間期
14 年９月中間期

72,280
38,902

 △  111,837
△   91,799

1,374
△     731

206,217
247,763

15 年３月期 50,837 △  120,530 12,715 244,412

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
   連結子会社数　　８　社　持分法適用非連結子会社数　　－　社　持分法適用関連会社数　　－　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結　(新規)　　－　社　(除外)　　－　社　持分法　(新規)　　－　社　(除外)　　－　社

２．16 年３月期の連結業績予想（平成 15 年４月１日～平成 16 年３月 31 日）
経常収益 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　　　期 86,000 7,700 5,200
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  19 円 97 銭
※ 上記の予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因に
よって予想数値と異なる可能性があります。
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料６ページをご参照下さい。
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企業集団の状況

　当行グループは、当行、連結子会社８社で構成され、銀行業務を中心に、リース業務などの金融サービスに係る事業を

行っております。

〔銀行業〕

　当行の本店ほか支店 105 ヵ店等においては、預金業務、貸出業務、内国為替業務、外国為替業務等を行っております。

　また、百五ビジネスサービス株式会社においては、現金等の精査・整理業務等を、百五管理サービス株式会社におい

ては、文書帳簿等保管管理業務等を、百五不動産調査株式会社においては、担保不動産の調査・評価業務等を、百五オ

フィスサービス株式会社においては、事務集中処理業務等をそれぞれ行っております。

〔リース業〕

　百五リース株式会社においては、リース業務等を行っております。

〔その他の事業〕

　株式会社百五ディーシーカードにおいては、クレジットカード業務等を、株式会社百五経済研究所においては、地域

産業調査・コンサルティングに関する業務を、百五コンピュータソフト株式会社においては、コンピュータによる情報

処理の業務等をそれぞれ行っております。

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

銀 行 業 ･ ･ ･ 本店ほか支店 105、出張所 28 等

連結子会社 百五ビジネスサービス株式会社

百 五 管 理 サ ー ビ ス 株 式 会 社

百 五 不 動 産 調 査 株 式 会 社

百五オフィスサービス株式会社
百

五

リ ー ス 業 ･ ･ ･ 連結子会社 百 五 リ ー ス 株 式 会 社

銀

行

そ の 他 の 事 業 ･ ･ ･ 連結子会社 株式会社百五ディーシーカード

株 式 会 社 百 五 経 済 研 究 所
百五コンピュータソフト株式会社
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１  経 営 方 針

 

(1)  経営の基本方針

  当行は「信用を大切にする社会をささえます。」、「公明正大で責任ある経営をします。」、「良識あ

る社会人として誠実に行動します。」の３つの企業理念に基づき、健全な金融活動を通じて信頼し合える

社会づくりに努めるとともに、お客さま本位の経営を推進しております。

(2)  利益配分に関する基本方針

  利益配分につきましては、銀行の公共的使命を念頭におき、長期にわたる安定した経営基盤の確保に努

めるため、内部留保の充実に意を払いつつ、配当についても安定的な配当を実施することを基本としてお

ります。

  (3) 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

   投資単位の引下げは、個人投資家の株式市場への参加を促し、株式の流動性を高める有用な施策のひと

つと考えております。

   しかしながら、当行株式は、証券取引所が投資単位の目安として示しております「投資単位 50 万円」に

対して適正な水準にあり、現在のところ特別な措置が必要とは考えておりません。

   投資単位の引下げについては、今後、株価の状況や市場の要請等を勘案しつつ、適宜検討してまいりま

す。

(4) 対処すべき課題及び中長期的な経営戦略

金融界全体で再編、統合が進むなど厳しい経営環境のなかで、当行はお客さまから頼りにされる銀行と

なることで、地元の皆様とともに発展していくことをめざし、「お客さまの支持だけが企業を支える」の

基本方針のもと、地域社会への貢献、お客さまの利便性の向上、商品・サービスの充実、等を柱とする「新

世紀第一次経営計画」に取り組んでおります。

その一環として、社会資本整備に民間の資金とノウハウを活用する「ＰＦＩ」への対応を強化するため、

東海・近畿地域の地方銀行５行と「東海・近畿ＰＦＩネットワーク」を設立し、ＰＦＩに関する金融のノ

ウハウの蓄積に取り組んでおります。また、人にやさしい店づくりのために、全店を終日禁煙といたしま

したほか、女子従業員に貸与していた制服を廃止し、プランターにリサイクルするなど、環境負荷を軽減

する取組みも行っております。

今後も地元の皆様に対して、円滑な資金供給と各種サービスの提供を継続して行い、地域に貢献してい

くことができるよう、「新世紀第一次経営計画」の目標達成に向けた取組みを引き続き行い、お客さまと

のリレーションシップの強化につなげていきたいと考えております。

      

(5) 目標とする経営指標等

「新世紀第一次経営計画」の計数目標としまして、計画の最終年度である平成 15 年度には、当期純利益

を 50 億円、当期純利益ベースのＲＯＥを３％としております。
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(6)  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

 （コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

  経営環境が大きく変わる中で、環境変化に迅速に対応し、真の競争力を発揮するためには、コーポレート・

ガバナンスの強化が重要と認識しております。このような状況において、当行では経営の効率化・意思決定

の迅速化や、経営の透明性を高めるために、取締役会・経営会議の機能強化、社外監査役の選任、コンプラ

イアンス委員会など各種委員会の設置、ＩＲ活動の充実などについて取り組み、コーポレート・ガバナンス

の強化を図っております。

 （コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

①   経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

ア   当行は監査役制度を採用しており、４名の監査役のうち２名は社外監査役であります。

イ   次の委員会を設置し、経営管理の強化・充実に努めております。

・ 法令等遵守体制の整備・確立を図るためのコンプライアンス委員会

・ 業務執行の適正性及び内部監査の有効性を監視するための業務監査委員会

・ 経営の健全性を維持し、各種リスクの把握と適切な対応を図るためのリスク管理委員会

・ 情報システム等の方針や投資の最適化を図るためのＩＴ戦略委員会

・ 経営職等の人事評価の納得性・公平性・透明性を高めるための業績・報酬委員会

・ 日本経営品質賞の概念を取り入れ、卓越した業績の実現を図るための経営品質委員会

ウ   監査役及び監査役会をサポートするため、監査役会事務局を設置し、専従スタッフ１名を配置してお

ります。

エ   当行の業務執行等の体制は以下のとおりとなっております。

株 主 総 会

業 務 監 査 室 取 締 役 会 監査役／監査役会

経 営 会 議 監 査 役 会 事 務 局

経 営 会 議 事 務 局 経営企画管理部門 業務管理部門 営 業 部 門

オ   取締役会直轄の業務監査室は、内部統制が有効に機能しているかについて業務監査を実施し、必要に

応じて改善の勧告を行っております。また、監査役会が内部統制機能について総括的な監査を行ってお

ります。

  さらに、業務執行の適正性及び内部監査の有効性を監視するための業務監査委員会と、当行のリスク

を把握・コントロールするためのリスク管理委員会を設置しております。

カ   コンプライアンスに関する重要事項については、外部の弁護士から必要に応じてアドバイスを受けて

おります。また、会計監査人である監査法人に財務諸表監査を受ける他、必要に応じて会計処理等のア

ドバイスを受けております。
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②  当行と当行の社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

  社外監査役２名のうち、１名に貸出金等の取引があります。取引条件及び取引条件の決定方針等につい

ては、一般取引と同様であります。

③  コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近における実施状況

  経営の透明性を高める観点から、ディスクロージャー誌等によるタイムリーで適確な経営内容の開示に

努めておりますほか、市場からの信認を得るための投資家向けＩＲにも取り組んでおり、平成 15 年 7 月

に東京におきましてＩＲを実施しております。

(7) その他

  当行は、平成 11 年に認証取得いたしました環境国際規格である「ＩＳＯ１４００１」の主旨に基づき、

電力や紙の使用量削減等に加え、グリーン購入を推進するなど地球環境保全への取り組みを継続いたして

おります。

  また、財団法人社会経済生産性本部が創設した「日本経営品質賞」の考え方を取り入れ、お客さまの視点

から経営全体を見直し、卓越した業績を実現するために、競争力のある経営体質への質的転換をはかってま

いります。

２  経営成績及び財政状態

  (1) 当中間連結会計期間の概況

当上半期のわが国経済を顧みますと、設備投資の持ち直しを中心に民間需要が４－６月期のＧＤＰを押

し上げました。さらに、企業収益の改善と設備投資の増加を受けて、９月には２か月連続で景気判断が上

方修正されましたほか、日経平均株価が１年３か月振りに 11,000 円台を回復する場面もあり、景気持ち直

しに向けた動きも見られました。しかしながら、完全失業率が高水準で推移するなど厳しい雇用情勢が続

き、個人消費の本格的な回復は見られず、景気は足踏み状態を続けました。

  このような状況下、当行の主要基盤である三重県の経済につきましては、生産活動に一部持ち直しも見

られましたが、厳しい雇用情勢のなか個人消費が低調に推移するなど、全体として回復力を欠き、横這い

の動きが続きました。

(2) 経営成績

  このような経済情勢のなかで、当行の連結ベースでの業績は次のようになりました。

  経常収益は有価証券投資の増強に伴い、資金運用収益が増加したことなどにより、前中間連結会計期間

に比べ 20 億 28 百万円増加し、434 億 65 百万円となりました。

  一方､経常費用は経費削減により営業経費が減少しましたものの、景気低迷による不良債権処理費用が増

加したことなどにより、前中間連結会計期間に比べ 23 億 79 百万円増加し､393 億 98 百万円となりました。

  この結果､経常利益は前中間連結会計期間に比べ３億51百万円減少し､40億 66百万円となりました。

  また、中間純利益は厚生年金基金の代行部分の返上による特別利益などから、前中間連結会計期間に比

べ９億７百万円増加し、33 億 46 百万円となりました。

  事業の種類別の損益状況は、銀行業において経常収益は 371 億 23 百万円、経常費用は 337 億 57 百万円

となり、経常利益は前中間連結会計期間に比べ５億 18 百万円減少し 33 億 65 百万円となりました。リース
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業において経常収益は 55 億 16 百万円、経常費用は 51 億 43 百万円となり、経常利益は前中間連結会計期間

に比べ１億６百万円増加し３億 72 百万円となりました。また、その他の事業において経常収益は 15 億 80

百万円、経常費用は 13 億 16 百万円となり、経常利益は前中間連結会計期間に比べ 16 百万円増加し２億 63

百万円となりました。

(3) 財政状態

  預金及び譲渡性預金は、法人預金を中心に堅調な伸びを示し、当中間連結会計期間末残高は３兆 3,144

億円となり、前連結会計年度末に比べ 154 億円増加いたしました。

  貸出金は、住宅ローンを中心とした個人向け貸出が増加したものの、資金需要の低迷により法人向け貸出

や公共向け貸出が減少したことなどから、当中間連結会計期間末残高は１兆 9,635 億円となり、前連結会

計年度末に比べ 583 億円減少いたしました。

  また、有価証券の当中間連結会計期間末残高は、１兆 2,824 億円となり、前連結会計年度末に比べ 901

億円増加いたしました。

  キャッシュ･フローの状況は、貸出金の減少などにより、営業活動によるキャッシュ･フローは 722 億 80

百万円のプラス（前中間連結会計期間比 333 億 78 百万円増加）、投資活動によるキャッシュ･フローは、有

価証券の取得などにより 1,118 億 37 百万円のマイナス（前中間連結会計期間比 200 億 37 百万円減少）、財

務活動によるキャッシュ･フローは、劣後ローンの取入などにより 13 億 74 百万円のプラス（前中間連結会

計期間比 21 億５百万円増加）となりました。

  この結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は 381 億 95 百万円減少し、2,062 億 17 百万円となりまし

た。

  (4) 平成 16 年３月期の通期見通し

  景気は一部に明るい兆しも見られますが、個人消費などへの波及には至っておらず、本格的な回復には時

間を要すると予想されます。

  このような厳しい収益環境の下、新営業体制の確立により、従来以上に、資金の効率的な運用・調達に努

めますほか、手数料収入の増強や経費の抜本的な削減策の実施によって、引き続き、経営の合理化・効率化

を推進してまいります。

  この結果、平成 16 年３月期通期の業績見通しといたしまして、連結ベースで経常収益 860 億円、経常利

益 77 億円、当期純利益 52 億円を見込んでおります。

       銀行単体では経常収益 740 億円、経常利益 68 億円、当期純利益 50 億円を見込んでおります。
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中間連結貸借対照表（資産の部）

（単位：百万円）
平成15年中間期末 平成14年中間期末 増 減 額 平成14年度末 増 減 額

科 目
（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） （Ｃ） （Ａ－Ｃ）

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金 206,893 248,162 △ 41,268 244,983 △ 38,089

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 30,591 23,839 6,752 12,723 17,868

買 入 金 銭 債 権 66,861 34,157 32,703 69,935 △ 3,073

商 品 有 価 証 券 421 2,352 △ 1,930 1,676 △ 1,255

金 銭 の 信 託 6,167 27,994 △ 21,827 5,801 365

有 価 証 券 1,282,462 1,164,769 117,692 1,192,271 90,190

貸 出 金 1,963,585 2,012,975 △ 49,390 2,021,903 △ 58,317

外 国 為 替 711 724 △ 13 3,383 △ 2,672

そ の 他 資 産 52,422 33,577 18,845 36,931 15,491

動 産 不 動 産 54,717 55,204 △ 486 54,998 △ 281

繰 延 税 金 資 産 632 523 108 1,043 △ 411

連 結 調 整 勘 定 75 107 △ 31 91 △ 15

支 払 承 諾 見 返 58,942 68,762 △ 9,819 63,867 △ 4,924

貸 倒 引 当 金 △ 47,966 △ 46,272 △ 1,693 △ 45,072 △ 2,893

資 産 の 部 合 計 3,676,517 3,626,877 49,640 3,664,538 11,979

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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中間連結貸借対照表（負債、少数株主持分及び資本の部）

（単位：百万円）
平成15年中間期末 平成14年中間期末 増 減 額 平成14年度末 増 減 額

科 目
（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） （Ｃ） （Ａ－Ｃ）

（ 負 債 の 部 ）

預 金 3,224,705 3,165,601 59,104 3,226,808 △ 2,103

譲 渡 性 預 金 89,777 90,486 △ 709 72,206 17,570

コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 387 3,905 △ 3,517 2,721 △ 2,333

借 用 金 32,700 17,138 15,562 30,421 2,278

外 国 為 替 59 51 8 30 29

社 債 9,445 10,408 △ 963 10,204 △ 759

そ の 他 負 債 57,077 63,215 △ 6,137 61,533 △ 4,455

賞 与 引 当 金 655 669 △ 13 662 △ 6

退 職 給 付 引 当 金 6,299 6,287 11 6,359 △ 60

繰 延 税 金 負 債 732 3,722 △ 2,989 － 732

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 3,375 3,488 △ 113 3,388 △ 13

支 払 承 諾 58,942 68,762 △ 9,819 63,867 △ 4,924

負 債 の 部 合 計 3,484,159 3,433,736 50,423 3,478,204 5,955

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分 3,547 3,122 424 3,284 262

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 20,000 20,000 － 20,000 －

資 本 剰 余 金 7,562 7,557 4 7,557 4

利 益 剰 余 金 118,225 117,198 1,026 115,539 2,685

土 地 再 評 価 差 額 金 5,042 4,936 106 5,061 △ 19

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 38,387 40,731 △ 2,343 35,321 3,065

自 己 株 式 △ 405 △ 403 △ 1 △ 430 25

資 本 の 部 合 計 188,810 190,019 △ 1,208 183,049 5,761

負債、少数株主持分及び資本の部合計 3,676,517 3,626,877 49,640 3,664,538 11,979

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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中 間 連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

平成 15 年中間期 平成 14 年中間期 増 減 額 平 成 1 4 年 度
科 目

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） （要約）

経 常 収 益 43,465 41,436 2,028 85,080

資 金 運 用 収 益 31,247 29,650 1,597 60,234
（ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 19,826 ) ( 19,883 ) ( △ 56 ）( 39,825 )
（ う ち 有価証券利息配当金 ） ( 10,940 ) ( 9,432 ) ( 1,507 ）( 19,793 )
役 務 取 引 等 収 益 4,834 4,319 515 8,823
そ の 他 業 務 収 益 6,379 7,044 △ 664 13,655
そ の 他 経 常 収 益 1,003 422 580 2,367

経 常 費 用 39,398 37,018 2,379 79,261

資 金 調 達 費 用 2,761 3,324 △ 563 6,149
（ う ち 預 金 利 息 ） ( 814 ) ( 999 ) ( △ 184 ）( 1,844 )
役 務 取 引 等 費 用 1,448 1,332 116 2,725
そ の 他 業 務 費 用 6,843 5,387 1,455 12,160
営 業 経 費 20,762 22,216 △ 1,454 43,342
そ の 他 経 常 費 用 7,582 4,756 2,825 14,884

経 常 利 益 4,066 4,417 △ 351 5,819

特 別 利 益 2,191 37 2,154 56

特 別 損 失 152 303 △ 151 469

税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 6,105 4,151 1,954 5,405
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,434 4,011 △ 576 4,304
法 人 税 等 調 整 額 △ 930 △ 2,499 1,568 △ 1,586
少 数 株 主 利 益 255 199 55 365
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 3,346 2,438 907 2,321

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

（単位：百万円）

平成 15 年中間期 平成 14 年中間期 増 減 額 平 成 1 4 年 度
科 目

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 7,557 7,557 － 7,557
資 本 剰 余 金 増 加 高 4 － 4 －
自 己 株 式 処 分 差 益 4 － 4 －

資本剰余金中間期末（期末）残高 7,562 7,557 4 7,557

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）
利 益 剰 余 金 期 首 残 高 115,539 115,262 276 115,262
利 益 剰 余 金 増 加 高 3,365 2,628 736 2,496
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 3,346 2,438 907 2,321
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 19 190 △ 170 175

利 益 剰 余 金 減 少 高 680 693 △ 13 2,219
配 当 金 650 655 △ 5 1,310
役 員 賞 与 30 38 △ 8 38
自 己 株 式 消 却 額 － － － 870

利益剰余金中間期末（期末）残高 118,225 117,198 1,026 115,539

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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中間連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）
平成 15 年中間期 平成 14年中間期 増 減 額 平成 14 年度

科 目
（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 6,105 4,151 1,954 5,405
減 価 償 却 費 4,832 4,992 △ 160 9,901
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 15 15 － 31
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 2,893 3,787 △ 893 2,586
賞 与 引 当 金 の 増 加 額 △ 6 △ 74 67 △ 81
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 △ 60 60 △ 120 132
資 金 運 用 収 益 △ 31,247 △ 29,650 △ 1,597 △ 60,234
資 金 調 達 費 用 2,761 3,324 △ 563 6,149
有 価 証 券 関 係 損 益 （ △ ） 357 △ 646 1,003 2,726
金 銭 の 信 託 の 運 用 損 益 （ △ ） △ 26 124 △ 150 884
為 替 差 損 益 （ △ ） 12 17 △ 4 18
動 産 不 動 産 処 分 損 益 （ △ ） 136 281 △ 145 438
貸 出 金 の 純 増 （ △ ） 減 58,317 △ 13,581 71,899 △ 22,509
預 金 の 純 増 減 （ △ ） △ 2,103 △ 53,796 51,692 7,411
譲 渡 性 預 金 の 純 増 減 （ △ ） 17,570 16,534 1,036 △ 1,745
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 278 376 △ 97 △ 1,340
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △ 105 20,005 △ 20,110 19,834
コ ー ル ロ ー ン 等 の 純 増 （ △ ） 減 △ 14,790 42,426 △ 57,216 17,764
コ ー ル マ ネ ー 等 の 純 増 減 （ △ ） △ 2,333 △ 6,035 3,701 △ 7,219
外 国 為 替 （ 資 産 ） の 純 増 （ △ ） 減 2,672 △ 16 2,689 △ 2,675
外 国 為 替 （ 負 債 ） の 純 増 減 （ △ ） 29 △ 0 30 △ 21
資 金 運 用 に よ る 収 入 32,533 32,260 272 63,093
資 金 調 達 に よ る 支 出 △ 3,083 △ 3,893 809 △ 7,313
そ の 他 △ 753 19,715 △ 20,468 21,587

小          計 74,007 40,379 33,627 54,826
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 1,726 △ 1,477 △ 249 △ 3,988
営 業 活動によるキャッシュ・フロー 72,280 38,902 33,378 50,837

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 310,117 △ 285,140 △ 24,977 △ 472,509
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 29,483 33,331 △ 3,848 60,003
有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 173,484 163,147 10,336 277,967
金 銭 の 信 託 の 減 少 に よ る 収 入 － 999 △ 999 23,006
動 産 不 動 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 5,034 △ 4,493 △ 541 △ 9,634
動 産 不 動 産 の 売 却 に よ る 収 入 347 354 △ 7 635
投 資 活動によるキャッシュ・フロー △ 111,837 △ 91,799 △ 20,037 △ 120,530

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
劣 後 特 約 付 借 入 に よ る 収 入 2,000 － 2,000 15,000
配 当 金 支 払 額 △ 649 △ 655 5 △ 1,310
少 数 株 主 へ の 配 当 金 支 払 額 △ 5 △ 5 － △ 5
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 26 △ 71 44 △ 968
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 56 － 56 －
財務 活動によるキャッシュ・フロー 1,374 △ 731 2,105 12,715

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 △ 12 △ 17 4 △ 18
Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 △ 38,195 △ 53,646 15,450 △ 56,996
Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 244,412 301,409 △ 56,996 301,409
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 206,217 247,763 △ 41,545 244,412

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

〔平成 15 年中間期〕

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社       ８社

百五ビジネスサービス株式会社、百五管理サービス株式会社、

百五不動産調査株式会社、百五オフィスサービス株式会社、

株式会社百五ディーシーカード、百五リース株式会社、

株式会社百五経済研究所、百五コンピュータソフト株式会社

(2)非連結子会社     －社

２．持分法の適用に関する事項

該当ありません。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1)商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。

(2)有価証券の評価基準及び評価方法

(ｲ) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のう

ち時価のあるものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により

算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

(ﾛ)有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時

価法により行っております。

(3)デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

(4)減価償却の方法

①動産不動産

当行の動産不動産の減価償却は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、

主な耐用年数は次のとおりであります。

建　　　物      15 年～50 年

動　　　産       4 年～15 年

連結子会社の動産不動産については、主として定率法により償却しております。

ただし、リース資産については、リース期間を償却年数とし、リース期間満了時のリース資産の処分見積価額を残

存価額とする定額法によっております。

②ソフトウェア

自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（５年）に基づく定額法により償

却しております。

(5)貸倒引当金の計上基準

当行の貸倒引当金は、予め制定した償却・引当基準により、次のとおり計上しております。

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者に係

る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上し

ております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る

債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査

部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

連結子会社の貸倒引当金は、予め制定した償却・引当基準により、当行と同じ方法により計上しております。
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(6)賞与引当金の計上基準

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期

間に帰属する額を計上しております。

(7)退職給付引当金の計上基準

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及

び数理計算上の差異の損益処理方法は以下のとおりであります。

過去勤務債務      その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（３年）による定額法により損益

処理。

数理計算上の差異  各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理。

（追加情報）

当行は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成 15 年４月１日に厚生労働大臣か

ら将来分支給義務免除の認可を受けました。

当行は、｢退職給付会計に関する実務指針（中間報告）｣（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13 号）第 47－2

項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅し

たものとみなして会計処理しております。これに伴い、当中間連結会計期間において 2,162 百万円を特別利益に計上

しております。

また、当中間連結会計期間末における返還相当額は 12,051 百万円であります。

(8)外貨建資産・負債の換算基準

当行の外貨建資産・負債については、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

外貨建取引等の会計処理につきましては、前連結会計年度は「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号。以下「業種別監査委員会報告第 25 号」

という。）による経過措置を適用しておりましたが、当中間連結会計期間からは、同報告の本則規定に基づき資金調

達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等につい

ては、ヘッジ会計を適用しております。なお、当該ヘッジ会計の概要につきましては、「(10)重要なヘッジ会計の方

法」に記載しております。

この結果、従来、期間損益計算していた当該通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等を時価評価し、正味の債権及

び債務を中間連結貸借対照表に計上したため、従来の方法によった場合と比較して、「その他資産」は 10 百万円減少、

「その他負債」は 10 百万円減少しております。なお、この変更に伴う損益への影響はありません。

また、上記以外の先物外国為替取引等に係る円換算差金は、従来、相殺のうえ「その他資産」中のその他の資産又は

「その他負債」中のその他の負債で純額表示しておりましたが、当中間連結会計期間からは、業種別監査委員会報告

第 25 号に基づき総額で表示するとともに、「その他資産」及び「その他負債」中の金融派生商品に含めて計上してお

ります。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「その他資産」は 78 百万円増加、「その他負債」は

78 百万円増加しております。

連結子会社の外貨建資産・負債はありません。

(9)リース取引の処理方法

当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(10)重要なヘッジ会計の方法

(ｲ)金利リスク・ヘッジ

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。前連結会計年

度は「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員

会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する経過措置に基づき、多数の貸出金・預金等

から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する、「マクロヘッジ」を実施しておりましたが、当中間

連結会計期間からは、同報告の本則規定に基づき処理しております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相

殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎に

グルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。

また、当中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、従来の「マクロヘッジ」
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に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・想定元本金額に応じ

平成 15 年度から８年間にわたって、資金調達費用として期間配分しております。

なお、当中間連結会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は、6,014 百万円であります。

(ﾛ)為替変動リスク・ヘッジ

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっておりま

す。前連結会計年度は業種別監査委員会報告第 25 号による経過措置を適用しておりましたが、当中間連結会計期間

からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨

スワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッジ会計を適用しております。

これは、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等

をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在す

ることを確認することによりヘッジの有効性を評価するものであります。

なお、一部の資産・負債については、包括ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っております。

連結子会社のヘッジ会計の方法は、包括ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っております。

(11)消費税等の会計処理

当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日

本銀行への預け金であります。

注 記 事 項

〔平成 15 年中間期〕

（中間連結貸借対照表関係）

１．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券は該当ありません。

使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は該当ありません。

２．貸出金等のうち、破綻先債権額は 13,052 百万円、延滞債権額は 60,988 百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取

立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金等（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未

収利息不計上貸出金等」という｡）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第 1 項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金等であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金等であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予した貸出金等以外の貸出金等であります。

３．貸出金等のうち、３カ月以上延滞債権額は 304 百万円であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金等で破綻

先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

４．貸出金等のうち、貸出条件緩和債権額は 24,571 百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元

本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金等で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上

延滞債権に該当しないものであります。

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 98,917 百万円であります。

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国

為替は、売却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は 31,783 百万円で

あります。
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７．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券      85,812 百万円

担保資産に対応する債務

預金          13,470 百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保等として、有価証券 60,446 百万円を差し入れております。

また、動産不動産のうち保証金権利金は 960 百万円であります。

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規

定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約

に係る融資未実行残高は、総合口座における当座貸越の融資未実行残高 401,676 百万円を含め、871,831 百万円であり

ます。

このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 869,331 百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及

び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の

変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契

約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて預金・不動産・

有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

９．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。

再  評  価  を  行  っ  た  年  月  日      平成 10 年３月 31 日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第４号に定める地価税法

（平成３年法律第 69 号）第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に基づいて、奥行価格補正、不整形地補正等の合

理的な調整を行って算出しております。

１０．動産不動産の減価償却累計額                74,848 百万円

１１．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 17,000 百万円が含まれ

ております。

（中間連結損益計算書関係）

１．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額 7,278 百万円を含んでおります。

２．特別利益には、厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益 2,162 百万円を含んでおります。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

平成 15 年９月 30 日現在

現金預け金勘定               206,893 百万円

日銀預け金を除く預け金    △     675 百万円

現金及び現金同等物           206,217 百万円

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額　　　　　　　　　　725.30 円

１株当たり中間純利益　　　　　　　　　 12.85 円

潜在株式調整後１株当たり中間純利益　　 12.82 円
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セ グ メ ン ト 情 報

１．事業の種類別セグメント情報

　　平成 15 年中間期（自 平成 15 年４月１日　至 平成 15 年９月 30 日）

（単位：百万円）

銀 行 業 リ ー ス 業 そ の 他 の
事 業 計 消 去 又 は

全 社 連 結

経 常 収 益

(1) 外 部 顧 客 に対す る経 常 収 益 37,055 5,206 1,203 43,465 － 43,465

(2) セ グ メ ン ト 間 の
内 部 経 常 収 益 67 310 376 754 ( 754 ) －

計 37,123 5,516 1,580 44,220 ( 754 ) 43,465

経 常 費 用 33,757 5,143 1,316 40,217 ( 819 ) 39,398

経 常 利 益 3,365 372 263 4,002 64 4,066

　　平成 14 年中間期（自 平成 14 年４月１日　至 平成 14 年９月 30 日）

（単位：百万円）

銀 行 業 リ ー ス 業 そ の 他 の
事 業 計 消 去 又 は

全 社 連 結

経 常 収 益

(1) 外 部 顧 客 に対す る経 常 収 益 35,499 4,966 970 41,436 － 41,436

(2) セ グ メ ン ト 間 の
内 部 経 常 収 益 77 279 369 726 ( 726 ) －

計 35,577 5,245 1,340 42,162 ( 726 ) 41,436

経 常 費 用 31,692 4,979 1,092 37,764 ( 745 ) 37,018

経 常 利 益 3,884 266 247 4,398 19 4,417

　　平成 14 年度（自 平成 14 年４月１日　至 平成 15 年３月 31 日）

（単位：百万円）

銀 行 業 リ ー ス 業 そ の 他 の
事 業 計 消 去 又 は

全 社 連 結

経 常 収 益

(1) 外 部 顧 客 に対す る経 常 収 益 73,075 10,061 1,943 85,080 － 85,080

(2) セ グ メ ン ト 間 の
内 部 経 常 収 益 154 553 746 1,455 ( 1,455 ) －

計 73,230 10,615 2,690 86,536 ( 1,455 ) 85,080

経 常 費 用 68,361 10,107 2,287 80,757 ( 1,495 ) 79,261

経 常 利 益 4,868 507 402 5,778 40 5,819

(注) 1. 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

2. その他の事業区分の主なものはクレジットカード業務であります。
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２．所在地別セグメント情報

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報は記載しておりません。

３．国際業務経常収益

　　平成 15 年中間期（自 平成 15 年４月１日　至 平成 15 年９月 30 日）

（単位：百万円）

国 際 業 務 経 常 収 益 5,454

連 結 経 常 収 益 43,465

国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合 12.5 %

(注) 1. 比率は小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。

2. 一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しております。

3. 国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者諸取引、特別国際金融取引勘定に

おける諸取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を除く。）であります。

　　平成 14 年中間期（自 平成 14 年４月１日　至 平成 14 年９月 30 日）

　　　国際業務経常収益が連結経常収益の 10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

　　平成 14 年度（自 平成 14 年４月１日　至 平成 15 年３月 31 日）

　　　国際業務経常収益が連結経常収益の 10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

生産、受注及び販売の状況

　　銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。
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有 価 証 券 関 係

※1. （中間）連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」「買入金銭債権」中の信託受益権等、「その他資産」
中の投資事業組合出資金等も含めて記載しております。

※2. 「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、該当ありません。

（平成 15 年中間期）

　１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 15 年９月 30 日現在）
（単位：百万円）

中 間 連 結 貸 借
対 照 表 計 上 額

時 価 差 額
う ち 　 益 う ち 　 損

国 債 3 3 0 0 －

地 方 債 1,497 1,553 56 56 －

短 期 社 債 － － － － －

社 債 － － － － －

そ の 他 58,883 58,852 △ 31 113 144

合 計 60,384 60,409 24 169 144

(注) 時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

　２．その他有価証券で時価のあるもの（平成 15 年９月 30 日現在）
（単位：百万円）

取 得 原 価
中 間 連 結 貸 借
対 照 表 計 上 額

評 価 差 額
う ち 　 益 う ち 　 損

株 式 47,036 99,403 52,367 52,642 275

債 券 723,283 734,600 11,316 15,140 3,824

国 債 292,503 296,974 4,470 6,374 1,903

地 方 債 209,870 214,065 4,195 5,202 1,006

短 期 社 債 － － － － －

社 債 220,909 223,560 2,650 3,564 914

そ の 他 425,846 426,909 1,063 4,253 3,190

合 計 1,196,165 1,260,912 64,746 72,037 7,290

(注) 1. 中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであり
ます。

2. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得
原価まで回復する見込みがないものと判断したものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表価額とすると
ともに、評価差額を当中間連結会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
当中間連結会計期間における減損処理額は、43 百万円（うち、株式 43 百万円）であります。
なお、その他有価証券の減損処理にあたっては、中間連結会計期間末日における時価が取得原価に比べて 30％以上下
落している場合は原則としてすべて実施しております。

　３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成 15 年９月 30 日現在）
（単位：百万円）

満期保有目的の債券
私募事業債 69

その他有価証券
私募事業債 12,265
地方公社債 5,301
非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,528



株式会社　百 五 銀 行

－18－

（平成 14 年中間期）

　１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 14 年９月 30 日現在）

（単位：百万円）

中 間 連 結 貸 借

対 照 表 計 上 額
時 価 差 額

う ち 　 益 う ち 　 損

国 債 3 3 0 0 －

地 方 債 2,492 2,636 143 143 －

社 債 － － － － －

そ の 他 － － － － －

合 計 2,495 2,639 143 143 －

(注) 時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

　２．その他有価証券で時価のあるもの（平成 14 年９月 30 日現在）

（単位：百万円）

取 得 原 価
中 間 連 結 貸 借

対 照 表 計 上 額
評 価 差 額

う ち 　 益 う ち 　 損

株 式 53,132 95,058 41,925 43,096 1,170

債 券 734,007 760,388 26,381 26,438 57

国 債 278,389 290,202 11,812 11,838 25

地 方 債 201,711 210,312 8,600 8,602 1

社 債 253,905 259,873 5,967 5,997 29

そ の 他 287,979 290,728 2,748 3,894 1,146

合 計 1,075,119 1,146,175 71,055 73,429 2,374

(注) 1. 中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであり

ます。

2. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落したものについては、

時価が取得原価まで回復する見込みがないものと判断し、当該時価をもって中間連結貸借対照表価額とするととも

に、評価差額を当中間連結会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について 574 百万円減損処理を行っております。

なお、その他有価証券の減損処理にあたっては、中間連結会計期間末日における時価が取得原価に比べて 30％以上

下落している場合は原則としてすべて実施しております。

　３．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成 14 年９月 30 日現在）

（単位：百万円）

満期保有目的の債券

私募事業債 81

その他有価証券

地方公社債 8,261

私募事業債 4,137

非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,586
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（平成 14 年度）

　１．売買目的有価証券（平成 15 年３月 31 日現在）

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益に

含 ま れ た 評 価 差 額

売 買 目 的 有 価 証 券 1,676 5

　２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 15 年３月 31 日現在）

（単位：百万円）

連 結 貸 借

対 照 表 計 上 額
時 価 差 額

う ち 　 益 う ち 　 損

国 債 3 3 0 0 －

地 方 債 1,995 2,090 95 95 －

短 期 社 債 － － － － －

社 債 － － － － －

そ の 他 62,552 62,568 15 51 35

合 計 64,550 64,662 111 147 35

(注) 時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

　３．その他有価証券で時価のあるもの（平成 15 年３月 31 日現在）

（単位：百万円）

取 得 原 価
連 結 貸 借

対 照 表 計 上 額
評 価 差 額

う ち 　 益 う ち 　 損

株 式 47,347 77,872 30,525 32,048 1,523

債 券 709,086 735,297 26,210 26,640 430

国 債 266,106 277,875 11,768 12,193 425

地 方 債 198,406 206,927 8,521 8,521 －

短 期 社 債 － － － － －

社 債 244,572 250,494 5,921 5,926 5

そ の 他 355,581 358,796 3,214 4,524 1,309

合 計 1,112,015 1,171,966 59,950 63,213 3,263

(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

2. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得

原価まで回復する見込みがないものと判断したものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするととも

に、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

当連結会計年度における減損処理額は、5,561 百万円（うち、株式 5,412 百万円、その他 149 百万円）であります。

なお、その他有価証券の減損処理にあたっては、連結会計年度末日における時価が取得原価に比べて 30％以上下落

している場合は原則としてすべて実施しております。

　４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成 14 年４月１日　至 平成 15 年３月 31 日）

　　　該当ありません。
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　５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成 14 年４月１日　至 平成 15 年３月 31 日）

（単位：百万円）

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額

そ の 他 有 価 証 券 37,574 3,697 308

　６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成 15 年３月 31 日現在）

（単位：百万円）

満期保有目的の債券

私募事業債 69

その他有価証券

私募事業債 9,344

地方公社債 6,661

非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,585

　７．保有目的を変更した有価証券

　　　該当ありません。

　８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成 15 年３月 31 日現在）

（単位：百万円）

1 年 以 内 1 年 超 5 年 以 内 5 年超 1 0 年以内 1 0 年 超

債 券 139,627 393,135 195,037 25,569

国 債 31,189 124,170 96,949 25,569

地 方 債 27,601 120,484 60,837 －

短 期 社 債 － － － －

社 債 80,837 148,480 37,251 －

そ の 他 38,768 238,025 100,201 14,621

合 計 178,396 631,161 295,238 40,190
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金 銭 の 信 託 関 係

（平成 15 年中間期）

　１．満期保有目的の金銭の信託（平成 15 年９月 30 日現在）

　　　該当ありません。

　２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成 15 年９月 30 日現在）

（単位：百万円）

取 得 原 価
中 間 連 結 貸 借

対 照 表 計 上 額
評 価 差 額

う ち 　 益 う ち 　 損

その他の金銭の信託 4,835 4,176 △ 627 － 627

(注) 中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したものでありま

す。

（平成 14 年中間期）

　１．満期保有目的の金銭の信託（平成 14 年９月 30 日現在）

　　　該当ありません。

　２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成 14 年９月 30 日現在）

（単位：百万円）

取 得 原 価
中 間 連 結 貸 借

対 照 表 計 上 額
評 価 差 額

う ち 　 益 う ち 　 損

その他の金銭の信託 26,609 25,036 △ 1,518 49 1,567

(注) 中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したものでありま

す。

（平成 14 年度）

　１．運用目的の金銭の信託（平成 15 年３月 31 日現在）

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益に

含 ま れ た 評 価 差 額

運用目的の金銭の信託 1,937 △    9

　２．満期保有目的の金銭の信託（平成 15 年３月 31 日現在）

　　　該当ありません。

　３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成 15 年３月 31 日現在）

（単位：百万円）

取 得 原 価
連 結 貸 借

対 照 表 計 上 額
評 価 差 額

う ち 　 益 う ち 　 損

その他の金銭の信託 4,835 3,863 △ 971 － 971

(注) 連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
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そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

（平成 15 年中間期）

　○その他有価証券評価差額金（平成 15 年９月 30 日現在）

　　中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

 （単位：百万円）

評価差額 64,119

その他有価証券 64,746

その他の金銭の信託 △ 627

（△）繰延税金負債 25,712

　　　その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 38,406

（△）少数株主持分相当額 19

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券

　　　に係る評価差額金のうち親会社持分相当額
－

　　　その他有価証券評価差額金 38,387

（平成 14 年中間期）

　○その他有価証券評価差額金（平成 14 年９月 30 日現在）

　　中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

 （単位：百万円）

評価差額 69,536

その他有価証券 71,055

その他の金銭の信託 △ 1,518

（△）繰延税金負債 28,795

　　　その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 40,741

（△）少数株主持分相当額 10

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券

　　　に係る評価差額金のうち親会社持分相当額
－

　　　その他有価証券評価差額金 40,731

（平成 14 年度）

　○その他有価証券評価差額金（平成 15 年３月 31 日現在）

　　連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

 （単位：百万円）

評価差額 58,979

その他有価証券 59,950

その他の金銭の信託 △ 971

（△）繰延税金負債 23,650

　　　その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 35,328

（△）少数株主持分相当額 6

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券

　　　に係る評価差額金のうち親会社持分相当額
－

　　　その他有価証券評価差額金 35,321


